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2 月 22 日 会 員 懇 談 会 レ ポ ー ト

会員懇談会に出席した9名の規制改革会議委員（発言順）

草刈　隆郎氏

八田　達夫氏

松井　道夫氏

福井　秀夫氏

安念　潤司氏

有富　慶二氏

本田　桂子氏

中条　　潮氏

米田　雅子氏

規制改革会議議長／日本郵船取締役会長／日本経団連副会長

規制改革会議議長代理／政策研究大学院大学学長

松井証券取締役社長

政策研究大学院大学教授

中央大学法科大学院教授

ヤマトホールディングス取締役会長

マッキンゼー・アンド・カンパニー・インク・ジャパンディレクター

慶應義塾大学商学部教授

慶應義塾大学理工学部教授／NPO法人建築技術支援協会常務理事

草刈隆郎委員長をはじめとす

る規制改革会議の委員9名

が、2月22日に開かれた会員懇談

会に出席し、規制改革の現状と問

題点に関するアピールを行った。

規制改革会議の委員は全15名で、

そのうち9名がそろって講演を行

うのは異例のこと。「政治的逆風

の中、経済同友会のご支援に対す

る熱い期待」（草刈氏）ゆえに実

現した会合であった。当日は規制

改革会議の専門委員6名も会場に

詰めかけた。

冒頭、桜井正光代表幹事が挨拶

を行い、「特に政治の世界で規制

改革に対する熱意が弱まってい

る。今一度、エンジンをかけ直す

必要がある」などと述べた。

続いて、草刈氏が規制改革をめ

ぐる全般的問題意識を、ほかの8

名の委員が各担当分野での取り組

みを、それぞれ報告した。

その後の質疑では、規制改革委

員会の小枝至委員長が、「皆さん

の問題意識は、われわれも共有す

るところだ。それに加え、『今、

規制に守られている人も、改革が

進まないと被害者になる可能性が

ある』ということを訴えていただ

きたい」と述べた。これに対して

は八田氏、草刈氏、松井氏から賛

同の発言があった。

最後に桜井代表幹事が「規制改

革は日本経済再生の鍵で、流れを

止めてはいけない。今後とも規制

改革会議との交流を深めていきた

い」と述べ、会合を終えた。

規制改革の揺り戻しは
許されない

規制改革会議委員の問題提起

特集 規制改革会議委員の問題提起

規制改革の揺り戻しは
許されない
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規制改革会議の取り組みスケジュール

2007年 1月

2007年 5月

2007年 6月

2007年12月

現在uuu

2008年 3月

2008年 6月

内閣府に規制改革会議を設置

第1次答申を決定

第1次答申に基づき「規制改革推進のための３か年計画」を閣議決定

第2次答申を決定

19年度中措置事項の進捗チェック
第2次答申に基づき「３か年計画」の改定を閣議決定（予定）

改革テーマの本質に迫る問題意識を述べた
「中間取りまとめ」を作成（予定）

規制改革会議は昨年１月に発足

し、５月に第１次答申、12月に

第２次答申を出した。第２次答申

の中には、各省庁が今年度中の取

り組みをコミットした事項が90

項目盛り込まれている。第２次答

申を最大限に尊重するという点は

閣議決定されており、現在は、19

年度中措置事項の進捗を各省庁か

らのヒアリングなどを通じて厳し

く監視しているところだ。今年の

３月には、「規制改革３か年計画」

が閣議決定されることになってい

る。６月にはわれわれの会議の問

題意識を集約し、改革テーマの本

質に迫る「中間取りまとめ」を作

成する予定である。

今日の政治、経済の運営状況を

見るにつれ、暗澹たる思いを禁じ

得ない。「失われた10年」といわ

れる時を経て、「財政規律と歳出

削減を実現し、わが国の持続的成

長に全力を傾ける以外にグローバ

ル競争を勝ち抜く道はない」こと

を学習したはずだ。だからこそ、

財政出動・バラマキ路線と訣別

し、構造改革路線に舵を切ったの

ではなかったのか。ところが最近

の流れは、改革疲れ、ふるさと創

生時代への先祖返りの先陣争いを

している感がある。改革課題を放

置していては、あっという間に日

本は沈没するだろう。海外では、

グローバル競争のプレーヤーとし

て失格だとの酷評まである。

労働力人口減少による生産性縮

減、社会保障制度存続の危機など

のハンディキャップを抱える中、

「一刻も早く構造改革路線に復帰

し、経済成長を極大化していく。

その上で、財政再建、国家的将来

課題に対処する」ことこそ、正道

だと確信している。そのための有

力なツールのひとつが規制改革で

ある。1990年代前半を基準に、

規制改革による利用者メリット

は、2005年度までの十数年間で

18兆円超になるとの試算もある。

民生部門の規制改革は相当程度

進んだ。問題は官製事業部門で、

この改革こそが本命だ。昨年10

月発表の経済同友会の提言『国民

生活の向上と市場創造の実現に向

けて』をよく読ませていただいた

が、問題意識はまったく同じであ

る。今後の成長促進と歳出削減に

向けては、農林水産業、医療、教

育、保育、金融、官業にまつわる

事業、という６つの官製市場が規

制改革の核心だと痛感している。

特に指摘したいのは次の４点であ

る。①最近の輸入農産物の急騰が、

日本農政の抜本改革の契機になる

と期待したい。②医療分野には歳

出削減と成長の糧がごまんとあ

る。③保育については、厚生労働

省の「措置」思想を壊すことが先

決だ。④官業関連では、独立行政

法人の徹底的縮減と特別会計の圧

縮がポイントとなる。

また、われわれの主張に説得力

を持たせるために、規制改革が実

現した際の成長寄与の試算を行う

ことも考えている。

規制改革会議自体は８条委員

会、審議会であり、省庁に対する

権限を持っていない。経済同友会

をはじめとする経済団体やマスコ

ミ、世論のサポートがなければ力

を発揮できないのであり、引き続

きご支援をお願いしたい。

草 刈 隆 郎 氏

構造改革路線への復帰が必要
規制改革はそのためのツール



011 2008/03 keizai doyu

特集 規制改革会議委員の問題提起

われわれの基本的な問題意識

は、農業分野に株式会社がもっと

参入できなければならない、とい

うものだ。委員になるまでは、農

地の賃貸を自由化すればいいと考

えていたが、それでは不十分だと

わかった。銀行は農地を担保に取

らないため、農家は金を借りる際

に農協に頼らざるを得ない。こう

した根本の問題に対処するために

も、農家以外でも農地を所有でき

る仕組みが必要だ。

ただし、現在の仕組みでも農業

生産法人であれば農地を所有でき

る。従って、「農業生産法人の４

分の３は農家もしくは農業生産者

でなければならない」とする構成

員要件を、大幅に緩和すれば、企

業の参入の余地は広がる。もうひ

とつ「事業要件」の問題もある。

「農産物を生産しなければいけな

い」という要件があるため、例え

ば、米ぬかを使った化粧品の製造

も、良質の水を飲料水として販売

することもできない。経営の自由

度を与えるために、農作物プロパ

ーは売上げの、例えば10％以上

でさえあれば残りは自由にしてい

い、というような要件緩和を行う

べきだ。農業生産法人に関する２

つの要件緩和さえ行えば、現行の

農地法の枠内であっても、相当程

度の企業が実質的に参入してくる

だろうと考えている。

食管制度と同様、医療も配給制

度で維持しようとしてきたところ

に、そもそもの問題がある。医療

費は現在30兆円ちょっとで、団

塊世代が75歳を迎える2025年に

は60兆円にもなるといわれてい

る。国民皆保険はいいとしても、

現物配給制では60兆円規模のも

のをコントロールできるはずがな

い。医療に対するニーズは多様化

しており、市場システムを組み入

れなければ問題は解決しない。も

ちろん、すべてを市場原理に任せ

ろというつもりは毛頭ないが、官

が統制できると勘違いしているか

らさまざまな問題が発生している

のだ。

昨年末、草刈議長とともに福田

総理に面会した際、レセプト・オ

ンライン義務化で健保の負担が毎

年数百億円近く削減できると訴え

た。支払基金の問題だ。レセプト

審査・請求の事務処理に、健保分

だけで年間約800億円の予算を使

い１万人が携わっている。電子化

すれば、国保分も合わせて年間約

2,000億円の費用が劇的に削減で

きるはずだが、厚労省にはまった

くやる気が感じられない。今のま

までは、保険料負担の増大に企業

も個人も耐えられなくなる時がく

るだろう。そうなる前に、具体策

を早急に打ち立てなければ、国民

皆保険という制度は音をたてて崩

れ去るのは目に見えている。

八 田 達 夫 氏

農業生産法人の要件緩和で
実質的な企業参入拡大が可能

松 井 道 夫 氏

医療崩壊は明日の問題ではない
現物配給制の抜本的見直しを

主に農業分野を担当

医療を担当
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われわれは、初等・中等教育に

特に問題意識を持っている。これ

までの教育学、教育行政は先生の

方を向いていた。今後は『学習者

主権』の下、先生を創意工夫の面

で競わせるべきだ。具体的には、

学校選択制、バウチャー制、評価

制度などが重要課題だ。大学・研

究分野でも新しい試みに取り組ん

でいる。米国政府は優れた個別の

研究そのものに予算配分している

のに対し、日本の文部科学省はブ

ランド大学そのものの強化を指向

している。ここにメスを入れ、研

究と教育を分離し、教育面は学生

数に応じた予算配分を、研究面は

事後評価に基づく研究費配分を行

う方向に転換させつつある。

労働分野では、「今のような画

一的な労働者保護は、かえって格

差や学歴社会を助長する」という

考え方に立っている。「解雇を規

制すると、そのシワ寄せが特に新

卒者の労働市場にいく」といった

ロジックを理解してもらおうと努

力しているところだ。

日本政府は、民間でもできる、

あるいは現に民間が行っているビ

ジネスを、驚くほどの規模と範囲

で展開している。国だけで90万

戸超の賃貸住宅、約200の病院、

90の大学を経営している。当た

り前の話だが、これらは民間でで

きることだ。随意契約でファミ

リー企業を養っているようなとこ

ろもある。われわれの任務は、民

間でできるビジネスを民間に開放

させること、もしくは、不要な事

業はやめてもらうようにすること

である。

官庁との議論では、「事業をや

めた場合、参入してくる民間がい

るのか」といった反論が、必ずと

いっていいほど出る。官業それ自

体は規制でも何でもなく、民間が

参入してはいけないと決まってい

るわけではない。しかし、官業は

税金を払わず、赤字になれば補助

金で補填してもらえる。だから、

民間は官業分野を回避するような

ビジネスモデルをつくる。民間が

簡単に参入するはずなどないの

だ。官庁側はこの点を突いて、

「民間が参入しないのならわれわ

れでやるしかない」と主張する。

予想の範囲内の論理展開だが、官

庁の主張に再反論するのは難し

い。経済界の方々には、「こんな

分野に参入したい」という声を上

げていただきたい。そうすればわ

れわれとしても大変心強い。

福 井 秀 夫 氏

「学習者主権」に基づいた
初等・中等教育の改革が必要

安 念 潤 司 氏

官業を民間に開放させるか、
やめさせることが我々の仕事

教育・研究、労働、土地・住宅を担当

主に官業改革を担当

住宅・土地に関する大きな課題

のひとつが民間競売である。民間

競売導入で競売期間を短縮すれ

ば、景気回復の大きなテコになる

はずだ。もうひとつの課題がマン

ションの建て替えである。法改正

を行い、より簡便な手続きで建て

替えを促進することは、安全性向

上の面からも望ましいと考える。
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輸出手続きの迅速化につながる

規制改革が実現の見込みであり、

報告したい。保税エリアに輸出す

る荷物を入れた後に輸出申告をし

なければならないという規定を一

定の要件の下、搬入することなく

輸出申告できるようにすること

で、財務省とほぼ合意に達した。

また、税関には24時間職員が勤

務しているが、現在、平日の８時

30分から17時以外の時間の通関

には臨時開庁の申請が必要で、し

かも有料になっている。この臨時

開庁の申請手続きを廃止し、いつ

でも無料で通関が行えるような見

込みになった。

海外人材関連とは、適法に入国

した外国人が健全に暮らせるよう

に制度上の問題をただしていくと

いうものだ。外国人の場合、住民

基本台帳に相当するデータベース

が存在せず、税金や社会保険料の

納付率が低い。一方で、行政サー

ビスが受けられないという問題に

もなっている。この問題を解決す

べく、前身の組織である「規制改

革・民間開放推進会議」が、制度

設計や立法措置などを約束させて

いた。しかしわれわれが調べたと

ころ、法務省、総務省は何とサボ

タージュしていたのだ。公開ヒア

リングを行うなどした結果、よう

やく前向きに行動を起こさせると

ころまできた。今後とも継続して

監視していきたい。

日本の場合、廃棄物を産業廃棄

物と一般廃棄物とに分け、それを

さらに地域ごとに区分し、その中

で収集・運搬と処分の免許が異な

るという、非常に細分化された廃

棄物処理を行っている。不法投棄

防止と歴史的経緯への配慮から現

行の制度になったのだが、結果と

して、日本の廃棄物処理は極めて

効率が悪い。なおかつ、リサイク

ルが進まないという状況にある。

今回、「広域認定制度における他

社製品の回収」に関して、「共同

申請者の製品やOEM製品の回収

は可能」であることを明確化させ

た。行政には、その点の周知徹底

を要請している。廃棄物の再生で

も、同様の広域的対応が要請され

ているのではないか。経営者の皆

さまには、この点に関する具体的

な要望をお聞かせいただきたい。

もう一点、排出権取引について

申し上げたい。各省で同じものに

対する呼称が、「排出権」「排出量」

「排出クレジット」と異なってい

る。このあたりのレベル合わせか

ら始めなければならないのが実情

だ。日本ではキャップは設定され

ていないが、すでに排出権を購入

した企業がある。しかし、排出権

のバランスシート上の処理につい

て、当面の指針しか示されていな

い。困惑している企業もあると考

えているが、この点もご教示いた

だければありがたい。

有 富 慶 二 氏

対応を約束した事項ですら
サボタージュしていた例も

本 田 桂 子 氏

廃棄物処理が細分化され、
非効率で再生も進まない

特集 規制改革会議委員の問題提起

貿易手続きの改革、海外人材関連を担当

主に生活・環境分野、金融を担当
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１月の半ば、国土交通省は突如

として空港に対する外資規制の法

案を提出する方針を示した。この

１カ月あまり、硫黄島なみの激し

い戦いを国交省と繰り広げてきた

が、今後の展開は予断を許さない

情勢にある。

一部の政治家は、外資とテロリ

ストの入国を結びつける単純な論

理で法案に賛同している。テロや

戦争への対応には別の法律があ

り、その強化できちんと対処すべ

きだ。そもそも、空港に対する外

資規制はテロ対策にはなり得な

い。それよりも、「日本をもっと開

かれた国にしていく」というメッ

セージを世界に発信していかなけ

れば、日本に対する投資は減るこ

とになるだろう。

外資規制ばかりに注目が集まっ

ているが、この法案には、実は隠

されている問題点が２つある。ひ

とつは、「３空港（中部、成田、

関西）以外、これ以上の空港の民

営化は簡単にはできない」という

仕組みになっている点。もうひと

つは、「2000年に航空の自由化が

認められていて、今さら航空法を

改正するわけにはいかない。だか

ら、空港の法律を使って航空会社

をコントロールしていこう」とい

う意図が見られる点である。

この法案は廃案にしなければな

らない。経済同友会の方々にもご

協力をお願いしたい。

「規制改革は地方に冷たい」と

の声がよく聞かれる。しかし、地

方からも規制改革の要望はたくさ

ん出ており、われわれはしっかり

と受け取っている。その中で力を

入れて取り組んでいるのが、補助

金適正化法の弾力運用である。例

えば、「余っているスクールバス

を地域のコミュニティバスとして

運行できない」「学校用給食セン

ターで高齢者向けの給食の調理は

できない」「市町村合併で余った

公民館や学校を産業振興用施設と

して使えない」。いずれも補助金

適正化法によって、「当初決めら

れた用途以外に使用する際は、大

臣の許可を得るか、補助金の全額

を返還しなければならない」と規

定されているためである。それを

何とか弾力的に運用できないかと

努力している。すでにいくつかの

成果を挙げつつあり、地域に根差

した生活者の視点からの規制改革

も行われていることを理解してい

ただきたい。

内閣府では、年２回（６月、10

月）に、規制改革に関するあらゆ

る要望を広く国民から受け付けて

いる。個人、企業、団体、どのよ

うな立場からでも要望を出してい

ただきたい。具体的な事例がたく

さん集まることで、われわれ委員

が省庁と実質的な折衝を行いやす

くもなる。ぜひ、規制改革要望受

付の制度を活用してほしい。

中 条 潮 氏

空港の外資規制法案は
廃案にする必要がある

米 田 雅 子 氏

規制改革会議は、地域の
視点からの改革を行っている

運輸、通信・放送、法務、各種資格、競争政策、基準認証などを担当

農林水産業、地域振興、および規制改革要望の受付を担当


